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｢認定こども園｣に関する申し入れ

先の国会で､｢就学前の子どもに関する教育･保育等の総合的な提供の推進に関する法律｣が成立し､10月1日から「認定こども園｣の制度が創設されることになりました｡
そもそも｢認定こども園｣は､規制改革・民間開放推進会議の中間答申のなかで、保育分野への「民間企業の参入促進」とそのための規制緩和を目的にうちだされたという性格をもっています。施設のあり方としては、①幼保連携型(認可幼稚園十認可保育所)､②幼稚園型(認可幼稚園十認可外保育所機能)､③保育所型(認可保育所十認可外幼稚園機能)､④地方裁量型(認可外保育所機能十認可外幼稚園機能)の4類型にわけられています｡その具体的な「施設の設備及び運営に関する基準｣については､国が示している｢基準(案)｣を｢参酌して都道府県の条例で定める｣とともに､｢認定こども園｣は申請にもとづき都道府県が認定するとされています。
京都府は、この間、「認定子ども園の認定基準に係る検討協議会」を開催し、保育所や幼稚園など関係者の意見を聴取してきましたが、わずか２回の会議で審議を打ち切り、条例骨子案を9月定例府議会に報告し、パブリックコメントをおこなったうえで１２月議会に条例案を提案しようとしています。
しかし､｢認定こども園｣制度は､第1に､幼稚園､保育所の施設設備や職員配置などの現行の基準を下回ることが容認されており､認可外であった保育所や幼稚園の施設や機能を公認するという矛盾もあり、これまでの保育水準を大きく後退させる恐れがあります。第2に､児童福祉法にもとづく認可保育所に特例をもうけ、施設入所は施設と利用者の｢直接契約｣となり､保育料も現行の｢所得に応じた負担｣ではなく「自由料金」になります。これは、「すべて児童はひとしくその生活を保障され、愛護されなければならない」（児童福祉法第一条）という保育の平等と公共の原則、さらに「児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う」（同法第二条）という国と地方自治体の行政責任をそこなう恐れがあります。

認可保育所が不足し多くの待機児がいるもとで｢直接契約｣や｢自由料金｣になれば､｢公正な選考｣が確保できるのか､生活困難をかかえた世帯や配慮を要する乳幼児が施設から逆に選別されるような事態は起きないのか､保育料の負担能力によって子どもが受ける保育に格差が生まれるのではないかなど多くの不安や疑問の声があがっています。
このように､｢認定こども園｣制度は､保育にたいする国と自治体の責任を明確にした児童福祉法の原則をゆがめ､保育関係者や保護者の努力でつくりあげてきた認可保育所制度をなしくずしにするものとなっています｡わが党は｢認定子ども園｣の法案に反対しましたが､賛成した各党も､衆議院で5項目､参議院では12項目におよぶ附帯決議をつけざるをえませんでした｡
 よって､日本共産党府会議員団は､京都府として｢認定こども園｣の設置基準の条例案の策定等をおこなうばあいは､以下の事項について厳守することを､つよく求めるものです｡
記
１府の｢認定こども園｣条例骨子案については、「認定子ども園の認定基準に係る検討協議会」を継続して開催し、関係者の専門的意見を最大限反映するとともに、広く府民の意見を聴取・反映するため、パブリックコメントだけでなく、説明会や懇談会を積極的に開催するなど、十分に時間をかけて府民的議論をおこない､拙速な条例制定はしないこと｡
２ ｢認定こども園｣の施設設備および職員配置､職員の資格等は､認可幼稚園と認可保育所の双方の現行水準を堅持したものとし､それぞれの高い方の基準を義務づけること｡
３ ｢保育に欠ける子｣の保育料は､｢認定こども園｣のばあいも､市町村が定めている所得に応じた保育料の基準にあわせること｡
４ ｢保育に欠ける子｣の入所については､｢認定こども園｣のばあいも､市町村が責任をもってあたること｡
５｢認定子ども園｣の必須要件とされている｢子育て支援｣に必要な専用室(子育て相談室､一時保育室など)の確保､および担当職員の配置を義務づけること｡
６ ｢認定こども園｣の設置主体は､市町村､社会福祉法人､学校法人など公益的な団体に限定するとともに､情報開示や質の向上､安定的･継続的な運営の確保は､努力義務ではなく必須要件にすること｡また､施設運営の質を確保するための府の責任を明確にすること｡
以 上
